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「指針」に示された公正なルールに則していない主な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（卸売業者） 

・ Ａ社は、取引の維持を図るため、ビール系飲料の一部について、１ケース（350ｍｌ×24本）当た

り仕入価格を最大140円（仕入価格の6.3％）下回る価格で特定の取引先に販売していた。 

  なお、国税局はこの事実に対して、公正取引委員会に報告を行っている。 

 

（小売業者） 

１ Ｂ社の一部店舗においては、価格訴求を目的に、仕入価格を考慮しない販売価格を設定し、ビー

ル系飲料の一部について、１ケース（350ｍｌ×24本）当たり総販売原価を最大393.3円（総販売原

価の9.2％）下回る価格で、１ヶ月間にわたり消費者に販売していた。 

  なお、国税局はこの事実に対して、公正取引委員会に報告を行っている。 

 

２ Ｃ社の一部店舗においては、近隣店舗の価格に対抗するため、仕入価格を考慮しない販売価格を

設定し、ビール系飲料の一部について、１ケース（350ｍｌ×24本）当たり仕入価格を最大46円（仕

総販売原価（注）を下回る価格で販売を継続する場合には、当該事業者において将来にわたって健

全な経営を維持することが困難となるおそれがあることから、指針に沿った合理的な価格設定を行

うよう改善指導した。 

（注）総販売原価とは、仕入価格（製造原価）に販売費・一般管理費等を加えたものをいう。 

 

【「指針」のルール１に則していない事例に対する指導事項等】 

 

酒類の価格は、一般的には仕入価格（製造原価）、販売費及び一般管理費等の費用に利潤を加えたも

のになることが短期的にも中長期的にも合理的である。 

国の財政上重要な物品であること、致酔性・習慣性を有すること等その特殊性に鑑みれば、顧客誘

引のための「おとり商品」として使用することは不適正な取引慣行であり改善していくべきである。 

また、他の商品の販売による利益その他の資金を投入しなければ困難な低価格を継続的に設定する

ことによって競争事業者の顧客を獲得するという手段は、酒税の適正な転嫁の観点や上記のような酒

類の特殊性に鑑みても、他の商品と比べてそのような販売方法での弊害が大きいと考えられ、そのよ

うな不公正な取引慣行については改善していくべきである。 

今後、数量ベースでの国内市場の拡大が困難であることから、適正生産を行うことが必要である。

酒類の著しい供給過剰は、取引の安定を阻害するおそれがある。 

経営基盤の安定を図りつつ消費者ニーズに応じた酒類を的確に供給していくためには、企業努力に

よる業務効率化を反映した競争をしつつ、個別の取引において適正な利潤を確保していくことが望ま

れる。 

「指針」のルール１ 合理的な価格の設定（抜粋） 



 

入価格の1.1％）下回る価格で、１週間にわたり消費者に販売していた。 

  なお、国税局はこの事実に対して、公正取引委員会に報告を行っている。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（製造業者） 

１ Ｄ社は、取引の維持を図るため、合理的な理由がないにもかかわらず、特定の取引先と他社より

高条件の達成謝礼契約を締結し、謝金を支出していた。 

 

２ Ｅ社は、取引の維持を図るため、特定の取引先に対する基本リベートについて、取引数量の相違な

ど正当なコスト差によらず、自社基準で定める最高条件を適用して支出していた。 

 

  

 

酒類の価格は、取引数量の多寡、決済条件、配送条件等の相違を反映して差が設けられることもあ

るが、その差は、取引数量の相違等正当なコスト差に基づく合理的なものであるべきである。同様に、

合理的な理由がないにもかかわらず取引先又は販売地域によって取引条件に差異を設けることは、公

正な取扱いとはならない。 

取引価格やその他の取引条件について、合理的な理由なく差別的な取扱いをすることは、酒類の価

格形成を歪める大きな一因となると考えられ、そのような取扱いについては改善していくべきであ

る。 

 

「指針」のルール２ 取引先等の公正な取扱い 

取引先によって取引条件に差異を設ける場合には、合理的な理由に基づくものとするよう

改善指導した。 

 

【「指針」のルール２に則していない事例に対する指導事項等】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小売業者） 

・ Ｆ社は、新規店舗オープン時の商品陳列作業等に従事させるため、卸売業者に対して、応援作業

に要した費用を支払う旨の条件を一方的に示した上で、従業員の派遣を要請したが、卸売業者から

請求がないとの理由で、従業員を派遣されたにも関わらず全く支払いを行っていなかった。 

卸売業者にとって極めて有力な取引先であり、今後の取引に与える影響を考慮して、無償で要求

を受け入れたと考えられる。 

なお、国税局はこの事実に対して、公正取引委員会に報告を行っている。 

  

(1) 大きな販売力を有する百貨店、スーパーマーケット、ホームセンター、ドラッグストア、料理

飲食店等（コンビニエンスストア本部等のフランチャイズチェーンの形態をとる事業者を含む。）

が、その購買力を背景に取引上優越した地位にある場合に、自己の都合による返品、商品購入後

における納入価格の値引き、特売用商品の著しい低価納入、プライベート・ブランド商品の発注

後の受領拒否、中元・歳暮などの押し付け販売、従業員等の派遣、不透明又は過大な協賛金やセ

ンターフィー、カタログ製作費等の負担、自己が負担すべき費用のつけ回し、多頻度小口配送等

の要求を一方的に行う場合、若しくはこれらの要求に応じないことを理由として不利益な取扱い

をする場合、又はコスト上昇分の価格転嫁の必要性を背景とした取引条件の見直しの申入れ等を

一方的に拒否する場合には、公正な取引条件の設定が妨げられる。例えば、一方的な都合による

返品や従業員等の派遣を強要した場合には、納入業者に経済上の不利益を及ぼすことになり、更

に、納入業者の経営を悪化させたときには、製造業者の代金回収にも影響を及ぼし酒税の保全上

の問題が生じるおそれもある。したがって、こうした不利益な取扱いについては、改善していく

べきである。 

(2) 製造業者等が市場調査、販売促進、宣伝等の市場活動等を通じて経済上の利益を供与する又は

経済上の不利益を課すことにより、流通業者の取引条件等に不当に関与し影響を及ぼす場合には、

流通業者の事業活動を制限することになるばかりでなく、消費者利益を損なうこともある。例え

ば、流通業者の販売価格、取扱商品、販売地域、取引先などに不当な影響を及ぼす場合には、流

通業者間の競争を減少させ、流通業者の自由な事業活動を妨げ、消費者の商品選択を狭めること

にもつながる。したがって、製造業者等はこうした不当な影響が生じないように十分に配慮する

必要がある。 

 

「指針」のルール３ 公正な取引条件の設定 

優越的な地位にある者が、従業員等の派遣や協賛金の要求を一方的に行うことは、公正な取引条

件の設定が妨げられることから、是正するよう指導した。 

 

【「指針」のルール３に則していない事例に対する指導事項等】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（製造業者） 

１ Ｇ社は、特定の取引先に対し達成謝礼金（リベート）を支出していたが、契約期間経過後に契約

書を作成しており、透明性・合理性が認められない支出であった。 

 

２ Ｈ社は、売上げの拡大を図るため、特定の取引先に対して通常支払われる拡売費に上乗せした拡

売費を支出していたが、支払基準が明確に定まっておらず、透明性・合理性が認められない支出で

あった。 

 

（卸売業者） 

３ Ｉ社は、特定の取引先からの追加リベートや値引きの要求に応じており、透明性・合理性が認め

られないリベートを支出していた。 

 

４ Ｊ社は、販売促進のため、リベートを支出していたが、特定の取引先には納入価格に対して一律

14%のリベートを支出しており、透明性・合理性が認められない支出であった。 

 

 

リベート等の透明性・合理性を確保するよう改善指導した。 

【「指針」のルール４に則していない事例に対する指導事項等】 

「指針」のルール４ 透明かつ合理的なリベート類 

 
 

リベート類は、仕切価格の修正としての性格を持つもの、販売促進を目的としたもの、業務効率化

への寄与度等に応じて支払われるもの等その態様は様々であるが、いかなる形態であれ透明性及び合

理性が必要である。 

リベート類の透明性が確保されているとは、その支払基準及び支払時期等が明確にされているとと

もに、それらが取引の当事者間において事前に共有されていることをいう。合理性が確保されている

とは、支払基準が取引数量に基づく場合には輸送コストの逓減効果等によって決められるなど合理的

に説明し得ることをいう。例えば、支払基準が事前に明確に示されていないもの、取引の一方の当事

者の認識がないまま取引の当事者以外の者から他方の当事者に支払われるもの、支払基準が著しく累

進的であり取引先の公正な取扱いとならないものなどは、透明性及び合理性を欠くリベート類に該当

する。 

透明性及び合理性を欠くリベート類は廃止していく必要があるが、リベート類を支払う酒類業者

が、こうした点を踏まえた自主基準を策定することは、酒類の公正な取引環境の整備を進める観点か

ら有効である。 

 


